様式例４－５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出先：農業政策課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出方法：事業計画者から直送
	
	農 地 転 用 事 前 審 査 申 出 書
　埼玉県知事
　                                                                               申出年月日　　　　年　　月　　日
                                                    申出者名                        
　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）
	

	
	１ 事業計画者
	 住所・氏名
 　　   法人にあっては主たる                        　　     担当者及び
　 　　 事務所の所在地及び名称                  　　         電話番号
	

	
	２ 当該計画に係る事業目的
	
	 申出に係る権利
	（所有権の移転・・・・・）
	

	
	３ 候補地の概要
	所　　 在
	 　　　　　　 都府　　　　　　市町　　　　　　　大字
　　　　　　　道県            郡村
	

	
	
	位　　 置
	（最寄駅等主要目標からの方向・距離及び市街化区域、市街化調整区域又はその他の区域の別）
	

	
	
	地目別面積
	田
	畑
	小　　計
	採草放牧地
	そ　の　他
	合　　　計
	

	
	
	
	           ㎡
	           ㎡
	           ㎡
	             ㎡
	           ㎡
	            ㎡
	

	
	
	 候補地内に含まれる道路、水路等公共
 施設の種類及び数量（概要）
	
	

	
	４ 事　業　計　画
	建設計画
	期　　 別
	第　１　期
	第　２　期
	～
	～
	合　　計
	

	
	
	
	期　　 間
	年　月
～　年　月
	年　月
～　年　月
	
	
	年　月
～　年　月
	

	
	
	
	建　　 物
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	

	
	
	
	工　作　物
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	

	
	
	取水排水
計画
	 取水予定地
	
	 取水方法
	
	 取水日量
	          ㎡
	

	
	
	
	 排水予定地
	
	 排水処理方法
	
	 排水日量
	          ㎡
	

	
	
	 道路等関係施設計画
	
	


	
	５ 当該土地を選定した
　 理由及び選定の経緯
	 別紙のとおり（別紙により具体的に選定の経緯及び理由を明らかにすること。）
	

	
	６ 候補地に関係する土地
　 改良事業
	事業施行者
	事業の種類
	候補地に関係する面積
	

	
	
	
	
	                               ㎡
	

	
	７ 候補地と都市計画との
　 関係
	　都市計画区域決定の有無
	　計画区域内　　　　　　　　計画区域外
	

	
	
	　都市計画法第８条の地域、
　地区の決定
	  地域地区の種類
	
	

	
	
	
	  決定なし
	

	
	８ 候補地と工場立地法に
よる調査対象団地との関係
	　調査対象団地内（　　地区　　団地）　　　調査対象団地外
	

	
	
	工場立地法第６条第１項の規定による届出の年月日
	                                  年　　　　月　　　　日
	

	
	９ 本事業の実施のため必要と
される法令に基づく許認可事項
	
	


（記載要領）

1.　候補地が市街化調整区域内にある場合は、転用行為が都市計画法第29条の開発許可及び同法第43条第１項の建築
　許可を要しないものであるときはその旨並びに同法第29条及び第43条第１項の該当する号を、転用行為が当該開発
　許可を要するものであるときはその旨及び同法第34条の該当する号を、転用行為が当該建築許可を要するものであ
　るときは、その旨及び建築物が同法第34条第１号から第10号まで又は都市計画法施行令第36条第１項第３号ロから
　ホまでのいずれの建築物に該当するかを、転用行為が開発行為及び建築行為のいずれも伴わないものであるときは、
　その旨及びその理由を、それぞれ「本事業実施のため必要とされる法令に基づく許認可事項」欄に記載してください。

（添付書類）

1.　事業計画地を表示（事業計画地の区画の取り方が二以上ある場合には、それぞれにつき表示）した縮尺 １／10,0
　00程度以上の図面（縮尺 １／25,000以下の図面を用いるときは、そのほかに事業計画地周辺の事情が判読できる程
　度の見取図を添付してください。）

　　なお、図面には、次に掲げる事項を併せて明示してください。

　（１）転用候補地に係る道路、水路等公共施設の位置

　（２）鉄道引込線、道路、排水路等の予定地、取水地点等

　（３）計画地の周辺（おおむね直径１ｋｍ以内の範囲）の住宅、工場等宅地化の状況を中心とした土地利用状況

　（４）都市計画法による市街化区域、市街化調整区域、用途地域及び都市計画街路並びに工場立地法による調査対象団地の範囲

2.　建設計画に係る建物又は工作物の配置計画図（縮尺 １／500～１／2,000）（申出書作成時点で建設計画が策定さ
　れていない場合には添付を要しない。）

3.　その他参考となるべき資料
（本人確認に係る留意事項）
1.　申出者が窓口に申請書類を持参する場合、本人確認のため次のいずれかの書類を提示してください。
　（有効期間があるものは、その有効期間内のものに限ります。）
　【1点でよいもの（官公署が発行した顔写真付き身分証明書）※１】
　　運転免許証、運転経歴証明書、個人番号カード、旅券、在留カード又は特別永住者証明書等
　【2点必要なもの（官公署が発行した本人の氏名及び住所が記載されたもの）※２】
　　健康保険の被保険者証（又は資格証明書）、年金手帳又は在学証明書等
2.　代理人が持参する場合や郵送等による場合等、申出者の本人確認書類として、
　次のいずれかの書類を添付してください。

　上記※１に掲げる書類の写し
　上記※１の書類を添付することができない場合、上記※２に掲げる書類のうち２つの写し
3.　申出者が法人の場合は、登記事項証明書等により確認します。

4.　必要に応じて農業委員会や県が申出者に電話で申出書の内容について確認する場合があります。
